




令和２年７月豪雨被災事業者の
再建状況等に係る調査結果について

（豪雨被災事業者再建状況等調査事業）
令和４年１０月～１２月実施

経済環境常任委員会報告事項
令和５年３月１４日
商工振興金融課



Ⅰ 調査の概要
 令和２年７月豪雨被災事業者の再建状況や現在の経営課題、必要とする支援策等について把握することを目的に、

アンケート調査を実施

調査期間 令和4年（2022年）10月14日（金） ～12月20日（火）

調査自治体

28市町村（令和2年7月豪雨災害において罹災・被災証明書を発行した市町村）
熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、宇城市、天草市、合志市、南関町、
和水町、南小国町、小国町、益城町、芦北町、津奈木町、錦町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、
山江村、球磨村、あさぎり町

調査方法 郵送による配付・回収

回答率
59.9％
罹災・被災証明書を発行した法人、個人の事業者1,577者※にアンケートを実施し、944者から回答
※ R3調査時に廃業したと回答した事業者、宛所不明で調査票を届けることができなかった事業者を除く

１

・業種別回答者数、業種ごとの全体に占める割合



Ⅱ 事業の再建状況

 「再建済み」が83.0%、「再建途中」が8.4%、「未再建」が5.8%、「再建しない」が2.1%
 「再建済み」のうち、「同一業種で元の場所」での再建が85.6%

２

回答のあった944事業者のうち、「事業を実施していない」と回答した

事業者73者を除く871者からの回答



未再建と回答した事業者について①

 「再建する場所は決まっていますか」との問いに対して、「再建する場所が決まっている」が58.8%、
「決まっていない」が27.5%

３「未再建」と回答した51者からの回答



未再建と回答した事業者について②
 「再建の支障となっているものは何ですか」との問い（複数回答可）に対して、「資金が手当できない」が23件
（45.1%）、次いで「公共事業等の終了後でないと着手できない」が16件（31.4%）

４

「未再建」と回答した51者からの回答



未再建と回答した事業者について③

 「再建の支障となる課題が解決されるならば再建したいですか」との問いに対して、「是非再建した
い」が70.6%、「再建するかどうか分からない」が25.5%

５

回答数 回答率

是非再建したい 36 70.6%

再建するかどうか分からない 13 25.5%

その他 2 3.9%

計 51 100.0%

「未再建」と回答した51者からの回答



再建しないと回答した事業者について
 再建しないと判断された理由（複数回答可）について、「事業承継者がいない」が8件
（50.0%）、次いで「収益の見通しが立たない」と「その他」 がそれぞれ5件（31.3%）

６
「再建しない」と回答のあった18事業者のうち、未回答事業者2者を除く16者からの回答



Ⅲ 売上の状況

 豪雨直前の（R1）とR4調査時の（R3）の売上を比較すると、豪雨直前(R1)の水準以上に回
復しているのは、41.9%
 業種別にみると、回復した割合が最も高いのは建設業の67.8％、次いで不動産業・物品賃貸業が

53.0％。一方、最も低いのは、宿泊・飲食サービス業の21.8％、次いで卸売業・小売業の34.5％

７
R4調査時（R3）は、871者のうち、 「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者36者を除く817者からの回答
豪雨年度（R2）は、871者のうち、「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者24者を除く829者からの回答

・ 豪 雨 年 度 :
・ R 4 調 査 時 : R 1 決 算 と R 3 決 算 の 比 較

R 1 決 算 と R 2 決 算 の 比 較

全
体

豪雨年度

R4調査時

28.0％

41.9％



８
R4調査時（R3）は、871者のうち、 「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者36者を除く817者からの回答
豪雨年度（R2）は、871者のうち、「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者24者を除く829者からの回答

・ 豪 雨 年 度 :
・ R 4 調 査 時 : R 1 決 算 と R 3 決 算 の 比 較

R 1 決 算 と R 2 決 算 の 比 較

22.8％

47.5％

59.6％
67.8％

27.1％
52.0％

38.5％
46.2％

26.8％

34.5％
33.4％

53.0％

8.7％
21.8％

26.4％
48.4％

29.7％
39.1％



売上が豪雨前より増加した要因

 豪雨災害前と比較して売上が増加した理由（複数回答可）について、R4調査時(R3)は「復
興特需」が54件（36.7%）、次いで「既存の顧客・取引先のつなぎとめ」が36件（24.5%）

９
・R4調査時:R1決算とR3決算を比較して「売上が増加した」と回答のあった147者からの回答

・豪雨年度:R1決算とR2決算を比較して「売上が増加した」と回答のあった81者ー要因未回答事業者２者＝７９者が回答



売上が豪雨前まで回復していない要因
 豪雨災害前と比較して売上が回復していない理由（複数回答可）について、R4調査時(R3)は「コロナ

禍の影響」が247件（52.2%）、次いで「既存顧客の喪失」が186件（39.3%）

１０・R4調査時:R1決算とR3決算を比較して「売上なし、売上が減少した」と回答のあった475者から、未回答事業者2者を除いた473者からの回答

・豪雨年度:R1決算とR2決算を比較して「売上なし、売上が減少した」と回答のあった597者から、未回答事業者9者を除いた588者からの回答



Ⅳ 経営課題

１１

 現在の経営課題の問い（複数回答可）に対して、「従業員の確保・育成」が313件
（39.7%）、次いで「販路（顧客）の確保・開拓」が294件（37.3%）

871者のうち、 「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者64者を除く789者からの回答



Ⅴ 支援策

１２

 活用したい支援策の問い（複数回答可）に対して、「補助金・交付金」が487件（61.9%）、次
いで「人手不足対策」が253件（32.1%）

871者のうち、 「再建しない」と回答のあった18事業者及び未回答事業者66者を除く787者からの回答



くまもと半導体産業推進ビジョンの
策定状況について

経済環境常任委員会報告事項

令和５年３月１４日

産業支援課



くまもと半導体産業推進ビジョン

 TSMCの進出を契機に、半導体のみならず、県内産業の更なる振興と
県下全域における県経済の成長を実現するため、今後の産業振興施策の
方針となる「くまもと半導体産業推進ビジョン」を策定予定。

 世界トップレベルの有識者による懇話会を設置し、世界の潮流・マーケット
を踏まえた内容を作成する。

＜有識者懇話会メンバー＞
第１回10/31開催
第２回 ２/16開催
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くまもと半導体産業推進ビジョン素案 概要

第一章 策定の趣旨

• ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に即応することが望まれる県経済において、台湾の世界的半導体メーカーであるＴＳМＣが、我が国初の工場を熊本に建設することが決
定。県では 「半導体産業集積強化推進本部会議」を設置し、その受入体制の強化を進めている。

• これを契機として、半導体のみならず、県内産業の更なる振興と県下全域における県経済の成長を実現するため、今後の産業振興施策の方針となる「くまもと半導体産業推進ビジョン」
を策定し、産学官金が連携しながら取組みを推進していく。

【計画期間】令和５年度（２０２３年度）から令和１４年度（２０３２年度）の１０年間 ※社会情勢の変化等を踏まえて適宜内容を見直し

産業支援課

第二章 半導体産業を取り巻く環境の変化と本県における現状と課題

（１）社会環境の変化
◆第４次産業革命による産業構造の変化と

Society 5.0の実現
◆新型コロナを契機としたデジタル化の加速
◆経済安全保障を取り巻く環境の変化、自然

災害の大規模化や新型コロナの影響等によ
るサプライチェーンの脆弱性の顕在化

◆SDGｓへの取組みの広がり

（３）諸外国における半導体関連産業向けの施策
◆世界のサプライチェーン構築に関する動向
◆世界の人材確保・育成に関する動向
◆半導体イノベーション・エコシステム構築の動向

第三章 2030年頃に向けて目指す姿

（１）世界に半導体を供給し続ける拠点・熊本
◆半導体安定供給体制の実現

◆全国に先駆けた三次元積層実装産業の実現
◆環境と調和した半導体産業の実現

（２）半導体人材が集う拠点・熊本
◆世界に通用する半導体人材の集積

◆誰もが半導体に親しみと誇りを持つ
◆半導体人材が多様な産業との繋がりを持つ

（３）半導体を核とした産業創出拠点・熊本
◆半導体と他の産業の融合によるスタート

アップや新産業創出
◆半導体に支えられたDX/GXの加速化
◆半導体関連産業を核とした世界とつながる

イノベーション・エコシステムの実現
第四章 目指す姿を実現するための３つの方針と取組み

【方針１】半導体サプライチェーンの強靭化 【方針２】安定した半導体人材の確保・育成 【方針３】半導体イノベーション・エコシステムの構築

「半導体インフラを支え、挑戦し続ける熊本」

第五章 ビジョンの推進

 産官学金の連携・協働による進捗管理体制の構築、KPI管理

（５）今後の課題
◆半導体サプライチェーンの強靭化

◆安定した半導体人材確保・育成
◆半導体イノベーション・エコシステムの構築

＜重点取組み＞企業の国際競争力強化に向けた、研
究開発から事業拡大等の各段階における切れ目のな
い支援

＜重点取組み＞企業のDXによる労働生産性向上、
リスキリングによる実践型人材の育成支援や幅広い
世代に応じた半導体教育

＜重点取組み＞UXプロジェクトと連携した半導体産業
を核とする異分野のオープンイノベーションの推進と
新産業創出のためのマッチング・事業化支援

1-1 前工程や半導体製造装置の更なる競争力強化（既
存技術の競争力強化）

1-2 三次元積層実装産業の創出に向けた研究開発の実
施（新技術の研究開発）

1-3 切れ目なくつながる強靭な半導体サプライチェー
ンの構築

1-4 道路や鉄道など交通インフラの整備や交通基盤技
術活用による円滑な半導体サプライチェーンの構築

1-5 半導体サプライチェーンにおける環境負荷の低減

＜短期的な人材確保・育成＞
2-1 リスキリング、企業インターン等を通じた実践型

人材育成プログラムの充実
2-2 県一丸となったブランディングと必要な半導体人

材像の明確化支援
2-3 移住定住施策等の推進による人材の確保の支援
2-4 DXの推進による労働生産性の向上

＜中長期的な人材確保・育成＞
2-5 県民の半導体教育機会の拡大
2-6 大学・高専・企業等の連携による半導体教育プロ

グラムの充実

3-1 半導体出口産業とのマッチング機会の確保
3-2 半導体産業関連ベンチャー・スタートアップの支援
3-3 イノベーション・エコシステム構築に向けた支援体制の強化
3-4 半導体の活用によるDXの推進
3-5 異業種と連携したオープンイノベーションプログラムの推進
3-6 国際連携の推進

方針に基づく取組み 方針に基づく取組み 方針に基づく取組み

（２）半導体関連産業の変遷
◆国内外の半導体関連産業の市場動向
◆半導体市場・ユーザー・半導体用途の変遷
◆半導体製造技術の変遷
◆半導体工場誘致の波及効果

（４）本県の半導体関連産業の現状と課題
◆本県の半導体サプライチェーンの現状と課題

◆本県の半導体人材確保・育成の現状と課題
◆本県の半導体イノベーション・エコシステムの現状と課題


